中小企業信用保険法第２条第５項第７号の認定について【要領】
【対象者】
金融機関の相当程度の経営合理化（支店の削減等）に伴って借入れが減少している中小企業者

【認定要件】
 次の各号に該当すること。
（イ） 申請者が、法第２条第５項第７号の規定による経済産業大臣の指定を受けた金融取引の調整を行っている金融機関(以下「指定金融機関」という。) と金融取引を行っており、指定金融機関からの借入金残高が金融機関からの総借入残高割合に占める割合が１０％以上であること。
（ロ） 申請者の指定金融機関からの直近の借入金残高が前年同期に比して１０％以上減少していること。
（ハ） 申請者の金融機関(※１)からの直近の総借入金残高が前年同期比で減少していること。(※１)金融機関とは次の機関をいいます。
銀行・信用金庫・信用金庫連合会・労働金庫・労働金庫連合会・信用協同組合・信用協同組合連合会・農業協同組合・農業協同組合連合会・漁業協同組合・漁業協同組合連合会・農林中央金庫・商工組合中央金庫・国際協力銀行・日本政策投資銀行・国民生活金融公庫・中小企業金融公庫･沖縄振興開発金融公庫・保険会社
【認定に必要なもの】
１　申請書　２枚（申請者用と市控用　コピー可。ただし、印鑑はそれぞれに押してください。）

２　実印（代表者印）

３　申請者の全ての金融機関からの総借入金残高及び国の指定する金融機関からの借入金残高が確認できる残高証明書、財務諸表、借入証書等の写し（今年の直近と前年同期の借入金残高が比較できるようにしてください。）

４　登記簿謄本（法人の場合）

５　確定申告書の写し（個人の場合）

６　直近の決算書の写し

７　代理人が提出のときは委任状

（３～６の書類につきましては、確認後返却いたします。）
留意事項

　本認定とは別に、金融機関及び信用保証協会による金融上の審査があります。

国の指定する金融機関のリストについては中小企業庁のホームページ
（http://www.chusho.meti.go.jp/kinyu/download/7gou_shitei_25_1-6.pdf）から

問合せ・連絡先
福生市役所　生活環境部　シティセールス推進課　産業活性化グループ
電話042-551-1699(直通)
